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2026年 6月 22日 

 

東京都議会議長 

増子  博樹  様  

 

東京都議会議員 漢人あきこ（自署）印 

 

 

文書質問について 

 

 

下記事項について、文書により質問したいので別紙のとおり趣意書を提出します。 

 

 

記 

 

 

一 “はけ”と野川を壊す都市計画道路と第五次事業化計画について 

二 プラグインソーラー（ベランダ発電）に関する今年度の取り組みについて 

三 認知症グループホームの行政処分と介護保険基盤整備の課題について 

 

以上 
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一 “はけ”と野川を壊す都市計画道路と第五次事業化計画について 

 

 今年 3 月 30 日、「東京における都市計画道路の整備方針（第五次事業化計画）」が公表されました。 

 半世紀以上前に決定された都市計画道路は、すでに時代的変化に対応できないことは明らかであり、

地域コミュニティや環境との軋轢を生じさせています。都の「道路ありき」の姿勢は、国が「都市計

画運用指針」等で繰り返し求めている見直しの方向性とも相いれない保守的で非合理的なものあるこ

とは明らかです。 

 公表された「都市計画道路の整備方針（第五次事業化計画）」の保守的、非合理的な本質を覆い隠す

かのように、策定プロセスでの情報公開は不十分で、極めて閉鎖的なものでした。「検討会議」等の議

事録は公開されず、公表されたのは検討過程がわからない骨子のみ、事業化計画の基礎となる交通量

推計の情報は、一切公開されませんでした。さらにパブリックコメントに寄せられた意見、疑問点に

ついては、適切な回答を示すものとは到底言えず、何のためのパブコメか、と思えるものでした。 

 「都市計画道路の整備方針（第五次事業化計画）」とその策定過程は決して納得いくものではありま

せん。今後も基本的見直しを求めます。 

 

都議会議員となって 5 年、地元小金井市の 3・4・11 号線、3・4・1 号線の「中止・見直し」を求め

きましたが、第五次事業計画では、3・4・1号線は「計画内容再検討路線」に変更されものの、3・4・

11 号線は再び「優先整備路線」とされました。 

3・4・11 号線については、小金井市議会は、第五次事業化計画において「優先整備路線にしないこ

とを求める意見書」を都に提出しました。この意見書は、直近での小金井市の民意が示されたもので

す。しかし、これが、事業化計画検討段階で、協議の対象とされたかも不明なままです。またパブリ

ックコメント全体で最も多い 21.95％、750 件の意見が寄せられた 3・4・11 号線について、都などの

回答は、指摘された疑問、意見を無視しているかのような内容であり、全く納得いくものではありま

せん。あらためて「優先整備路線の選定」の見直しを求めます。 

 

 「東京における都市計画道路の整備方針（第五次事業化計画）」について以上の評価に基づき、質問

します。 

  

１ 第五次事業化計画の計画期間について 

ア 第四次事業化計画までは 10 年間でしたが、今回は 15 年間になった理由を伺います。 

イ 「計画期間内の中間年次において必要な検証」を行うとされていますが、その検証の内容及び

必要な検証とはどのようなものか伺います。 

 

２ 2025（令和 7）年 12 月 19 日から 2026（令和８）年 1 月 30 日に行われたパブリックコメントで

は、フォームメールや郵送などで計 3,417 件（2,883 通）の意見・提案が提出され、都は「パブリッ

クコメントの結果の概要と対応」を公表しています。 

ア 寄せられた意見・提案・疑問などについて全て明らかにし、都の回答を明示するべきです。対

応を求めます。 

イ 小金井３・４・11 号線外には 750 件の意見が寄せられたとして、「意見の概要」として 22 項目
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に整理されています。750 件の意見すべてが 22 項目に集約できているのでしょうか。それぞれの

項目ごとの件数を伺います。 

ウ 小金井３・４・11 号線外の「東京都・特別区・26 市２町の考え方」は、「整備方針」策定の考

えと経緯を一般論として述べているだけです。22 項目の意見についての「考え方」を伺います。 

 

３ 小金井 3・4・1 号線が、「計画内容再検討路線」とされた「特別な事由」の根拠と裏付けを伺いま

す。また、小金井 3・4・1 号線の「特別な事由」は、小金井 3・4・11 号線外にもあてはまると思わ

れますが、いかがですか。 

 

４ 小金井 3・4・11 号線外の「橋梁等概略設計」委託の工期が 5 月 29 日から今年度末まで延伸とな

りました。 

ア 工期延伸の理由と契約変更日を伺います。 

イ 契約変更について、小金井市にはいつどのように伝えたのか伺います。 

ウ 委託業務完了後、報告書の公表及び委託で検討した結果の都民への説明は予定していますか。 

エ 今年度計上している「予備設計」「測量説明会」「測量」に係る予算の執行予定を伺います。 

 

５ 小金井 3・4・1 号線については調査費が予算計上されていますが、「計画内容再検討路線」になっ

たことを踏まえ、建設局の見解を伺います。 

 

６ 第五次事業化計画策定段階で建設局としての意向を都市整備局に示したのか、意見交換はあった

のか伺います。 

 

二 プラグインソーラー（ベランダ発電）に関する今年度の取り組みについて 

都は 2030 年カーボンハーフをめざして、「都内の再生可能エネルギー電力利用割合の向上」を 2026

（令和 8）年度予算に掲げ、プラグインソーラーについても言及しています。 

都は住宅用太陽光の設置補助・義務化など、実効性のある気候変動対策を進めていますが、賃貸住

宅での再エネ普及は停滞しています。とりわけ集合住宅が比較的多く、住宅戸数の 7割（約 500万戸）

を占める都として、マンション・アパート等での再エネ普及は目標達成及び物価高対策・気候変動対

策の観点から急務です。 

また、都が政府にも先駆けてプラグインソーラーの推進をすることは、他の道府県の政策にも影響

を与え、全国的に実効性ある気候変動対策を進めることとなります。全ての人々の生活を将来にわたっ

て保障するために、住民にとって身近なところから始めることができる気候変動の緩和策には大きな

意義があります。 

そこで、今年度の予算に計上されている「プラグインソーラー」関連事業について伺います。 

 

１ 2026（令和 8）年度予算において、「新たな再生可能エネルギー関係施策の展開」としてプラグイ

ンソーラーの「発電性能把握等の調査・実証や実住宅等への設置方法の安全性検証を実施」に 4,000

万円が計上されています。本予算の具体的な内容と執行予定について伺います。 
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２ 「発電性能把握等の調査・実証」について、実施時期及び、どのような集合住宅でどのような形

式で行うのか。実証時期・期間、手続きの流れ、委託事業者などについて伺います。 

 

３ 「実住宅等への設置方法の安全性検証」について、都営住宅、公社住宅など都が関与する公営住

宅と連携して実施してはいかがですか。 

 

４ 昨年度行われたプラグインソーラーの実装に向けた基礎調査委託の報告書が、６月 22 日現在、い

まだに公開されていないことは残念です。公開が遅れている理由と、公開予定時期を伺います。 

 

５ 財団法人自然エネルギー財団が 2 件のレポートを発表しています。1 つは、概要や各国の事例、現

状などが詳細にまとめられた「プラグインソーラー 誰もが設置できる太陽光発電の新しい形」（３

月25日）、もう１つは、日本におけるプラグインソーラー普及に向けた課題及びその解決策について

まとめられた「日本におけるプラグインソーラー導入への道筋 賃貸・集合住宅にも開かれた太陽

光発電へ」（６月１日）です。これらのレポートが大きく注目されるなど、プラグインソーラーへの

関心は大変高まっています。 

 ドイツにおいては市民によるゲリラ的な導入が爆発的に増えたことで、技術的、法的整備が進み、

現在の大規模な普及につながったと報告されています。 

都の取り組みにおいても、関心の高い都民や関係団体と積極的に連携することが、プラグインソ

ーラーの導入推進に有効と考えますが、いかがですか。 

 

三 認知症グループホームの行政処分と介護保険基盤整備の課題について 

今年 4 月 17 日付で練馬区より指定の一部効力停止（新規利用者受入停止）1 月の処分を受けた認知

症対応型共同生活介護（以下、認知症対応型グループホーム）事業所『花物語ねりま北新館』（以下、

当該事業所）ならびに運営法人である株式会社日本アメニティライフ協会（以下、当該法人）に関連

して伺います。 

 

１ 認知症高齢者グループホーム整備促進事業実施要綱・補助要綱に基づく補助について 

ア これまでの補助の実績。年度別の補助事業所数ならびに補助対象法人の法人種別別件数 

イ 当該法人がこれまで同要綱に基づいて補助を受けた実績。補助を受けた事業所数 

 

２ 厚生労働省及び東京都が管理運営する『介護サービス情報公表システム』に関連して 

ア 同システムにおける「常勤」「非常勤」の定義 

イ 「経験年数 5 年以上」もしくは「10 年以上」の介護職員の割合について報告を求める趣旨と根拠 

ウ 同システムにおいて、従業者のうち派遣職員である者の人数、職種の報告を求めていない理由 

エ 同システムに公表された情報によると、４月時点で当該事業所の従業者は全 25 人のうち常勤は

わずか 1 名、他の 24 名は非常勤という記載でした。この数字は現在は異なる数字に更新されたも

のになっていますが、この更新の時期と理由 
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オ 当該事業所において処分を受ける理由となった虐待事案は、労働者派遣法に基づく派遣職員が

引き起こしたものです。派遣による従業者の情報の公表は求めていないのですか。いないとすれば、

それはなぜですか。 

 

３ 都が管理運営する福祉サービス第三者評価情報の公開システムについて 

同システムの情報によれば、当該事業所の第三者評価は株式会社フィールズによって、2025（令

和７）年 7 月 7 日～2026（令和８）年 1 月 26 日の間に実施されています。練馬区は「令和 7 年５月

13 日に実施した上記事業所への運営指導の結果、多数の運営基準違反とともに人格尊重義務違反の

疑いを確認した」として、2025（令和７）年７月 10 日から 12 月 11 日まで介護保険法に基づく監査

を行い、行政処分の理由となった法令違反以外にも「事業所における虐待の防止のための措置を適

切に講じていない」「適切な技術をもって介護を行っていないものがある」など多数の文書指摘事項

を確認し改善報告を求めています。これらの指摘事項は事業所における処遇、利用者支援のありよう

に深く関わるはずのものですが、同時期に行われた第三者評価では、「特によいと思う点」として

「課題克服と信頼回復に取り組み、安定した運営体制を構築してい」ることを上げるなど、練馬区の

指摘を受け改善方の報告がなされるに至っていない現状が第三者評価に適切に反映されているとは

言いがたいのではないでしょうか。適正さを確保すべき評価のあり方についての都としての考え方

を伺います。 

 

４ 従業者配置に関する都の考え方について 

ア 認知症高齢者グループホームに限らず、要介護高齢者を 24 時間、介護することを前提とした事

業・施設において大多数が非常勤であるという状態は運営上、問題があると考えますがいかがで

すか。 

イ 認知症高齢者グループホームに限らず、介護保険事業所・施設において、派遣労働者を利用する

ことは法令上、認められていますか。制限、条件があればその内容 

ウ 派遣労働者が当事者となった虐待が起きた場合、派遣元の法人に対して介護保険法上の指導・

検査、処分は適用されますか。制限、条件があればその内容 

 

５ 当該法人の事業展開について 

ア 当該法人が運営する介護保険事業所・施設等のうち、東京都の指定等にかかるものの数と施

設・事業別内訳 

イ これらの施設・事業所において、これまで行政処分を受けた事例はありますか。あるとすれば、

件数、時機、主な内容 

ウ 同法人の公式サイトによれば、2019（令和１）～2025（令和７）年度で 247 事業所・施設を新

たに開設しています。年間で 40 か所を超す年もあり、異例・異様な事業展開を続けています。し

かも、新たに開設されたもののうちには法人の統合あるいは事業・施設の買収によるものが少な

くないと思われます。練馬区内の認知症高齢者グループホーム 4 か所、都指定の特定素施設入居者

生活介護 1か所の計 5か所は、すべて事業譲渡によるものです。 

こうした方法、スピードでの事業の急拡大は、事業の安定的な継承、サービスの質を担保する

人材の確保・育成といった点で大きなリスクをはらむものと考えますが、いかがですか。 


